
平成２８年度(第５３年度) 

事業計画書 

(平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日) 

 

１．事業方針 

野菜の価格は天候の影響や消費の動向に大きく左右されるため、生産農家の

経営は不安定性が強く、需給および価格の安定をはかることが重要な課題とな

っております。 

こうした中で、野菜生産出荷安定法をはじめとする国、県の施策に基づき価

格補てん金・価格差補給交付金等の交付を行うことにより、生産地域における

持続的な生産及び出荷の安定を図り、もって国民消費生活の安定に資する事業

を実施します。 

 

２．制度の改正 

平均価格、業務対象年間等について業務方法書を変更し、適正化を図りま

す。  

（１）岡山県野菜価格安定促進事業 

平成２７年度において交付金交付があった業務区分、また平成２８年度に予約

数量が減量となる業務区分については業務対象年間を短縮し、新たな３ヶ年間の

業務対象年間を設定いたします。 

  

（２）特定野菜等供給産地育成価格差補給事業 

平成２７年度において交付金交付があった業務区分、また平成２８年度に予約

数量が減量となる業務区分については業務対象年間を短縮し、新たな３ヶ年間の

業務対象年間を設定いたします。 

なお、制度改正により対象出荷期間の開始が９月以前の業務区分については平

均価格の見直しが行われるため、これに該当する業務区分についても新たな３ヶ

年間の業務対象年間を設定いたします。 

また、対象市場、卸売業者名、住所について一部変更いたします。 

 

（３）指定野菜価格安定対策資金の円滑化に資する事業 

指定野菜価格安定対策事業造成計画に基づき県が新たに造成する場合におい

て県補助金を独立行政法人農畜産業振興機構へ納付します。 



３．事業計画 

交付予約数量は見直して適正化をはかり10,635トン（前年度より155トン減）

でこれに対する準備金および交付計画額は476,918,350円(前年度より3,369,450

円減)を造成します。 

 

（１）岡山県野菜価格安定促進事業 

交付予約数量は4,085トン（前年度より25トン減）でこれに対する価格補てん

準備金総額および交付計画額は164,504,400円（前年度より5,309,600円減）と

なります。 

 

（２）特定野菜等供給産地育成価格差補給事業 

  ① 特定野菜供給産地育成価格差補給事業 

交付予約数量は1,410トン（前年度より35トン減）でこれに対する 

価格差補給交付準備金総額および交付計画額は74,796,850円（前年度より1,6

01,450円増）となります。 

このうち事業の３割（重要特定野菜については５割）を負担する国負担分33,

316,312円は独立行政法人農畜産業振興機構で資金管理をしている為、協会では

差額の41,480,538円を造成します。 

 

② 指定野菜供給産地育成価格差補給事業 

交付予約数量は5,140トン（前年度より95トン減）でこれに対する価格差補

給交付準備金総額および交付計画額は237,617,100円(前年度より338,700円増)

となります。 

このうち事業の約５割を負担する国負担分118,865,341円は独立行政法人農

畜産業振興機構で資金管理をしている為、協会では差額の118,751,759円を造成

します。 

 


